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１．はじめに
筆者らはこれまで，鈴木治太郎（１８７５-１９６６）が戦前期の大阪市において着手した教育
改善事業や小学校の特別学級編制などの一連の小学校教育改革の取り組みは，当時の子ど
もの抱える「生活と教育の貧困」の問題に対する特別な教育的配慮の実践とシステムの開
発であり，その理論的支柱としての「適能教育」論の構築であったことを明らかにしてき
た１。
鈴木は１９０６（明治３９）年に，大阪府師範学校附属小学校において学習から取り残されて

いる子どもへの特別な教育的配慮として「特別教室」を開設し，その実践の特長は子ども
の身体的特性，精神的特性，家庭環境等のあらゆる差異の把握に重きをおいたことであっ
た。
しかし同時に，鈴木は子どもの学業不振について「簡単に原因が判明するものでな」く，
「確かに，之れが原因だと，断言することの出来る場所は，極めて少ない」２として，子ど
もの「差異の把握」におけるより客観的・科学的方法の必要性に突き当たっていた。この
問題意識にもとづき，後に日本にも紹介されるアルフレッド・ビネ（Binet, A.）考案の
知能検査法を日本国内で適用できるようにするための大規模な標準化に着手していく。
これまでの研究においては，鈴木の知能測定法標準化実験，特に第二次実験の具体的内
容や鈴木が標準化した知能測定法とビネの知能検査法との比較検討もなされていない。そ
れゆえに本稿では，鈴木治太郎による知能測定法標準化実験の具体的内容を検討し，ビネ
の知能検査法研究との比較検討を行う。

２．日本におけるビネの知能検査法の紹介・受容の概要
日本におけるビネの知能検査法の紹介・受容は，１９０８（明治４１）年に三宅鑛一と池田隆

徳が杉田直樹の協力のもとにビネ法（１９０５年法）を紹介したのが最初とされる。
三宅らは「如何ニシテ彼等ノ能力ヲ量ルベキヤ其ノ方法ヲ一定シ之ヲ多クノモノニ適用
シ得可クムバ頗ル便利ナルベシ」と，精神科医として日々患者に接する立場から，彼らの
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画像１ 三宅らによる「余等ノ用フル智力測定法」
三宅鑛一・池田隆徳（１９０８b），p.２８（国立国会図書館デジタルコレクション

https://dl.ndl.go.jp/pid/１７３３６７３/１/２７）

知力を把握するための尺度の必要性を感じていた３。そこでまず海外の様々な検査法の内
容について網羅的に紹介し，そのうちの一つとしてビネによる知能検査も取り上げた。
続いて三宅らは，ドイツの医師テオドール・チーヘン（Ziehen, G.T.）による「小児精
神病者検査法雛形」およびビネ法等を参考にしながら作製した「余等ノ用フル智力測定法」
（全２８問）を発表している（画像１）。

各問題に厳密な年齢級設定はなされていないが，三宅らによると「初七ハ主トシテ生後
一二歳ノ間ノモノ」「八―九―十ハ主トシテ言語発育シ来レル三四歳ノ小児」「十一以後ハ
五六歳ヨリ上ノモノ」「最後二三種ノ質問ハ主トシテ健者ナレバ十四五歳以上ノモノ」に
相当するとされている４。さらに「本法ヲ用ユルノ最大主眼点」として「問題ノ配合ハ容
易ナルモノヨリ困難ナルモノニ及ベル」ことなどが挙げられ，問題が難度順に配列してあ
る点などはビネ法を参考にしたものと考えられる５。
次に，ビネ法の試問内容の一部を日本の文化的実情に即した形に修正して翻案紹介した
のが三田谷啓である。三田谷は１９１５（大正４）年に『学齢児童智力検査法』を刊行したが，
彼は知能測定法研究の動機としてドイツ留学中に心理学者ボーベルターク（Bobertag,
O.）の知能測定実験に参加したことを挙げ，「予が実験せし数は著しく多からざりしと雖
も，経験に照してその方法の便宜多き」であったことを述べている６。
三田谷は外国製の知能検査法を「我国の事情に照し幾分これを改訂して応用」すること
を眼目としており７，例えば場面絵を見せてその内容について問うものがあるが，この絵
がすべて日本の情景と登場人物に改められている（画像２）８。
三田谷はこの知能検査法と併せて１９１６（大正５）年に「智力検査函」を作製，さらに１９１９

（大正８）年に三田谷の尽力で開設された大阪市立児童相談所では教育相談の一環として
ビネ法やスタンフォード改訂法が利用されており，これは知能検査研究に力を入れていた
三田谷の主導によるところが大きいと考えられる。
日本の文化的状況に適合する翻案を試みた三田谷の活動は，従来の知能検査法研究から
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三田谷 ボーベルターク

画像２ 情景の描かれ方の違いの例
三田谷啓（１９１５）『学齢児童智力検査法』p.３８，久保良英編（１９２４）『児童研究所紀要』（７），p.３９５

一歩進んだものであるが，標準化までには至らなかった。
続いて久保良英が１９１８（大正７）年に「小学児童の智能査定の研究」を発表した。久保
は日本の従来の知能検査法研究では「実際に適用して見て，その不都合の点を指摘匡正す
るの労を取つたものはなかつた」と指摘し，ビネ法を日本の風習に合わせて修正して，さ
らに実際に適用しながら改訂する標準化をめざしていた９。
久保がこの論文で発表しているのは，ビネ法（１９１１年法）を翻訳して作成した５歳級か

ら１５歳級におよぶ４０問の尺度，東京に住む小学生１２０名に対する実験結果，さらに実験結
果をもとに試問を修正した「改訂案」である。
翌１９１９（大正８）年，久保はこの改訂案の妥当性吟味のために行った実験結果を発表し
た１０。この実験では，中産家庭の子どもが多く通う四谷第二尋常小学校および児童研究所
附属幼稚園から合計１４０名が対象として選定され，年齢は満７歳から満１２歳である１１。今
回の実験では中産家庭の子どもを対象としているが，この点について久保は「あらゆる種
類の児童を検査して其標準を見ることが最も正確」であることは承知しつつもその難しさ
を述べ，「一定の階級のものを取りて大体の標準を作るを以て満足しなければならぬと考
へた」と説明している１２。
１９２２（大正１１）年，久保は「増訂智能査定法―大正十一年法―」を発表した。迷路問題，
絵を並べ替えてストーリーを完成させる問題，図形やイラストの法則性を見つけだす問題
などが新たに加えられ，採点方法もより詳細なものになった１３。しかし，各問題の通過人
数の算出や結果の男女比較といった統計的作業に関する考察は一切見られず，結果として
当査定法においても標準化には至らなかった。
久保が行った改訂作業は，対象児童の地域的分布および母数，各試問における通過率等
の統計的検定，さらに久保自身も指摘していた問題設定の精密さ等において不完全であっ
たと言わざるを得ない。

３．鈴木治太郎の知能測定法研究と第一次標準化実験（１９２０～１９２９）
日本における一連の知能検査法研究の動向を踏まえ，鈴木治太郎も「我が国の児童を確
実に測定をする為（中略）大規模の実験を重ねて，標準を確立して見たいとの精神に燃え」，
知能測定法の標準化に着手する１４。当時，大阪市視学であった鈴木が本格的に知能測定法
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画像３ 鈴木治太郎の IQによる分類
鈴木治太郎（１９２５）『智能測定尺度ノ実験的統計的基礎』p.２７。

研究に着手するのは１９２０（大正９）年頃であり，久保が「小学児童の智能査定の研究」を
発表してから約２年後のことである。
鈴木はまず国内外の先行研究をもとに６６問からなる仮尺度を作成し，１９２２（大正１１）年
に「大阪市児童智能測定草案」として発表する。この６６問の出典は，①ビネ考案のもの４７
半，②ターマンがスタンフォード大にて改訂したもの１６，③クールマン（Kuhlmann, F.）
考案のもの１，④鈴木自身がビネ法に則り作成したもの１半である１５。
さて鈴木が知能測定法の標準化実験を進めていくに際に，最も高い信頼を寄せていたの
が米国の心理学者ターマン（Terman, L.M.）による改訂であった。ターマンはドイツの
心理学者シュテルン（Stern, W.）が提唱した IQ（知能指数）による結果表示法を初めて
採用してビネ・シモン検査の大規模な標準化を実施し，１９１７（大正６）年に「スタンフォー
ド改訂増補版ビネ・シモン知能測定尺度」（The Stanford Revision and Extension of the
Binet-Simon Scale for Measuring Intelligence）を発表していた。
鈴木は標準化実験の当初より，測定に関する理論や実行方法の大部分を実際にはターマ
ンの知能測定尺度に依拠しており，ビネとシモンが用いなかった IQ概念を鈴木は「智能
率」として積極的に受容・採用していくこととなる。実際に鈴木は IQの結果を段階的に
示して「大体ニ於テ智能率一三〇以上ノモノハ発達頗ル優秀」「七〇未満ハ精神薄弱児ト
見テヨイ」等と述べており１６，こうした記述はターマンの知能測定尺度に見られるもので
あった１７。

さらに鈴木は「吾人ハ Binet. Stern等ノ智能ニ関スル見解ガ，大体ニ於テ現今ノ場合
実際測定上最モ有意味デアルト認メ，コノ見解ノ下ニ所謂一般智能ヲ量的ニ測定シ得ルモ
ノト仮定シテ研究ヲ進メテ来タノデアル」と述べ１８，IQ概念提唱者であるシュテルンの
名前がビネと並んで言及されている。このように鈴木はビネによる知能検査法創見の意義
を強く認めつつも，その後の IQによる分類の視点により強く接近していった。



石川・髙橋：戦前における鈴木治太郎の知能測定法の標準化の検討 25

画像４ ターマンの IQによる分類
Terman, L.M., et al.（１９１７）The Stanford Revision and Extension of the Binet-Simon

Scale for Measuring Intelligence, p.８８

『大阪市児童智能測定草案』をもとに，１９２３（大正１２）年１月から大阪市の児童３５０人
（託児所・幼稚園・小学校・一般家庭の満３～１４歳の各年齢男女児童約７０人ずつ）を対象
に予備実験が行われた。実験結果にもとづき，対象は「真ノ意味ニ於ケル無選択ノ子供」
とは言えないものの「本市ノ智能測定草案トシテノ可能性ガ十分アル」ことが確認され
た１９。
この実験結果をもとに，１９２３（大正１２）年４月から「大規模ノ標準化実験」に移行し，

同年８月には約１,５００人の測定結果を得る２０。その後，子どもの年齢層や社会階層に偏りが
残されていたため，対象を拡大して１９２４（大正１３）年３月には約４,０００人分の測定結果を
得た２１。ここで全てのデータの統計的妥当性を再確認し，最終的に３,８１０人分の測定結果を
用いて，草案の最初の標準化が行われた。なおこの４,０００人というサンプル数は，すでに
海外の先行実験を上回るものであった２２。
鈴木はこの標準化の際に用いた統計処理方法の大きな特徴として，各年齢児童を「０中
心」「半中心」という２種類の年齢群に分割し，各々の通過率を算出して掲載した点を挙
げている。「０中心」とは「誕生月ヲ中心トシテ前後各二ヶ月以内ニ生レタ」児童をさし，
例えば０中心５歳児とは４歳１０ヶ月から５歳２ヶ月までの児童を意味する。「半中心」と
は「何年六ヶ月ノ六ヶ月ヲ中心トシテ前後各三ヶ月ニ亘ル児童」をさし，半中心５歳児と
は５歳３ヶ月から５歳９ヶ月までが該当する２３。
鈴木はこうした２種類の年齢配列を採用した理由として，①児童の「半年毎ノ発達ヲ見
タイ」こと，②ビネやターマンが０中心を採用していたのに対して，イギリスの心理学者
バート（Burt, C.L.）は半中心を採用しており，どちらの研究結果とも比較考察を簡便に
行えるようにするための２点を挙げている２４。
草案での問題配列は基本的にビネの知能検査法に準じていたが，この標準化実験の結果
をふまえて「四歳カラ十二歳ニ亘ル各年齢ニ実験シタ総平均ノ通過率」を基礎として，問
題配列の修正が行われた２５。各問題の平均通過率は，前述した０中心児童と半中心児童そ
れぞれにおいて予め算出されていたが，母数のより多かった半中心児童の通過率に基づい
て問題順序の修正が行われた。各試問の通過率をもとに第１問から第６６問までの配列が確
定したあとは，各試問の年齢水準（鈴木はこれを「年齢目盛リ」と称した）の再設定に着
手した。このときも「当該年齢児童ノ通過率ニ因ツテ決定」し「大体ニ於テ当該年齢ノ通
過率ハ八〇％乃至六〇％ヲ標準」とした２６。
１９２４（大正１３）年５月に，標準化した尺度の運用方法を解説した『智能発達検査法略説』
を測定用具一式とともに市内小学校および幼稚園に配布し，大阪市の教育現場に知能測定
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表１ ６～７歳児の無選択児童における精神年齢・暦年齢の中位数の一致

３１４７歳１０ヶ月.４７７歳１０ヶ月.４７半中心７歳児
３０２７歳０ヶ月.４２７歳０ヶ月.６１０中心７歳児
４８４６歳１０ヶ月.７５６歳１０ヶ月.１７半中心６歳児
１２８６歳１ヶ月.０３６歳５ヶ月.１３０中心６歳児
児童数CAの中位数MAの中位数

鈴木治太郎（１９２９a）『大阪市教育部に於ける児童の智能発達測定尺度の正確度についての考察』，p.９

法を徐々に普及させていった。さらに標準化実験の成果についても『智能測定尺度ノ実験
的統計的基礎』としてまとめ，大阪市立愛日小において全市１,０００名の教師を前に発表し
た。
鈴木の知能測定法の標準化実験は社会的に注目されることとなった。東京帝国大学の岡
部彌太郎から，１９１７（大正６）年にターマンが提起した「試問の年齢配置は通過率ではな
く各児童の精神年齢の中位数と暦年齢の中位数の一致に沿って定める」という方式に，鈴
木の研究はどこまで沿っているのかと質疑を受けたことがあった。それまで試問の配列等
はビネに沿って通過率を基礎資料としていた鈴木は明確な回答ができず，中位数の一致に
基づくデータの再精査を開始する２７。
これをもとに鈴木は『智能測定尺度ノ実験的統計的基礎』の続編として１９２９（昭和４）

年に『大阪市教育部に於ける児童の智能発達測定尺度の正確度についての考察』を大阪市
教育部から発行し，「測定結果の分布に関する統計的事実」や改訂尺度の統計的妥当性に
ついて明らかにした。

４．第二次標準化実験（１９２９～１９３６）と鈴木・ビネ法の完成
鈴木は知能測定法の適用年齢のさらなる拡大・拡充を決意して，１９２９（昭和４）年１２月
に大阪市視学の職を辞して標準化の実験に専念するが，退職直前に大阪市の教職員に向け
て刊行したのが『智能測定と児童の適能教育』である。
ここで鈴木は初めて「適能教育」という概念を示し，その定義は「児童各自の天賦の学
習可能力即ち一般智能を詳細に調査し，その能力に適した教育」とされた２８。児童の学業
成績と知能素質（知能年齢と知能率）が一致しない児童について，知能素質のほか教師の
力量，家庭環境，意欲，健康状態，年齢の各視点から判断しつつ，「児童の学業成績を其
の智能素質相当のところに安定させることが，本人将来の幸福」であるとした２９。
鈴木は子どもの知能素質と教育的配慮の対応を重視し，「適能教育を実行する為めには，
教育者は必ず自分の預かつて居る児童各個人の智能素質を知悉し，常にその児童の学習結
果たる成績と比較考察して，自分の行つている教育作業が果して合理的の助長をなして居
るや否やを，児童の各個人について絶へず考察して行かねばならぬ」と強調する３０。鈴木
が「智能年齢」について「大体に於てその年齢に相当した学年程度の学習に順応し得る力
を表はしたもの」と述べているように３１，学校での学習活動に即して構想している。
鈴木はこれまでの研究成果をとりまとめ，１９３０（昭和５）年に『実際的個別的智能測定

法』（全６６問，MA３～１６まで算出）を刊行する。その後，かねてからの目標であった知
能年齢２０歳および４歳以下への適用のため，大阪府内の農村・山村・漁村等の各地域に拡
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表２ １９３６（昭和１１）年修正増補時の被験者数（鈴木：１９３６a）

画像６ 鈴木の作成した「智能率別集計表」（大阪市教育センター「鈴木文庫」蔵）

大して６年間の実験を重ね，総計１６,０５９名の結果をもとに１９３６（昭和１１）年に『実際的個
別的智能測定法昭和十一年修正増補』（全７０問，MA２.２～２０まで算出）およびその解説で
ある『智能測定尺度の客観的根拠』の２冊を刊行し，知能年齢の測定が２０歳まで対応でき
るようになった。
この尺度のうち鈴木が最も時間をかけて標準化に取り組んだのが，「５歳１０ヶ月～１２歳
９ヶ月」の C群である（表２）３２。この段階の児童は「大阪市及び其の付近の各代表的地
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画像７ ６～１２歳の各暦年齢の中位数・得点の中位数・知能年齢の対応
鈴木治太郎（１９３６b）『智能測定尺度の客観的根拠』p.６５，p.６７

域四十二小学校の無選択児」であり３３，鈴木が標準化実験の正確性において最も重視して
いた「各種各様の事業に従事し，活動しつつあるあらゆる階級の人々を網羅」しているこ
とや知能年齢の平均と暦年齢の平均の一致の証明に「相当満足するに足る丈の多数の実
験」であることの両者を満たすことができていた３４。
鈴木は各年齢集団における中位数とその年齢集団の得点の中位数を全ての年齢段階で算
出し，これにもとづいて各得点に対応して算出される知能年齢を確定していった。例えば
０中心６歳児（５歳１０ヶ月から６歳２ヶ月の集団）の暦年齢中位数は「６歳０ヶ月３５」，
得点中位数は「２４.０８点」であった。この対応結果を元にして，本尺度で２４点を獲得した
場合の知能年齢を「６歳０ヶ月」と確定していったのである３５。

以上の作業を元にして，鈴木は中位数の一致に基づいて確定された全７０問（１問１点）
の智能年齢対応表を完成させた（画像８）。鈴木は，知能年齢２歳段階（１～５点）の「－
x」は，実際には１歳段階である可能性を排除しきれていないことにより，知能年齢１８歳
段階以降（６７～７０点）の「＋x」は，実際には１８歳以上である可能性を排除しきれていな
いことによるものであるとしている。
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画像８ 中位数の一致に基づいて確定された全７０問（１問１点）の知能年齢対応表（鈴木：１９３６b，p.９８）

５．まとめ：鈴木治太郎の知能測定法標準化の課題
本稿では，鈴木治太郎による知能測定法標準化実験の具体的内容を検討してきたが，鈴
木による知能測定法の標準化は，試問の内容はビネがもともと考案したものを多く採用
し，それらを年齢順に配置する方法もビネの考えに則ったものであった。
一方，試問配置の統計的根拠や知能率（IQ）を基礎資料として重視する発想は特にター
マンに依拠しており，これは「ビネーは企画して居つた目的の当時尚未だ事実上充分に達
成されぬ中に世を去つた」という鈴木の認識とも関連していた３６。
鈴木は IQを子どもの将来の教育段階や職業選択の難易度まで見通せるものとして捉
え，子どもの差異を「智能の個々の天分」，すなわち生まれつき固定的のものとして捉え
る傾向を強めたといえる３７。
知能検査法研究に着手する以前の１９０６（明治３９）年，大阪府師範学校附属小学校に「特

別教室」を開設した鈴木治太郎が，そこで学ぶ子どもたちに見出していたのは「快活ノ傾
向ヲ帯ヒ来リ特別教室ニ来ルコトヲ喜フ」「兎ニ角薄弱ナカラニモ教師ノ教授力ニ対シ児
童ノ精神力活動ヲ始メ」るという子どもの教育による発達の可能性であり，特別教室は子
どもの個別性と発達に応じる実践の場であった３８。
鈴木は「現今ノ如キ学級教授（数十人ノ児童ヲ一人ノ教師カ教授スル仕方）ニ於テ陥リ
易キ弊害」として「児童ノ個人性ニ満足ヲ与フル教育方法ヲ施ス能ハサルニ在リ」と３９，
従来の一斉教授法では児童一人ひとりへの個別対応が困難であることを，すでにこのとき
に指摘していた。そこで「劣等生教育」の第一段階として「劣等ト為リタル原因及該児童
ノ現状ヲ出来ルタケ精密ニ調査」することを挙げ４０，以下の幅広い観点から詳細な子ども
把握を試みていた（画像９）４１。
その後，国内外の知能検査法研究に触れ，自身の知能検査法の標準化実験を経るなかで，
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画像９ 「特別教室」開設時の鈴木治太郎の児童把握の視点（鈴木：１９０８）

子ども把握・子ども観において次第に変化が生じていった。
しかし，ビネが知能検査法の開発で基盤においていたのは，知的な遅れを有する子ども
の多様な発達の可能性であり，知能検査は子どもの発達水準を把握し，教育によって伸ば
していくためのものであった。ビネは，当時「白痴」とされた知的障害児に対して当初か
ら「現在のところ，この状態を根拠もなしに正常な発達の停止と同一視したりしないよう
にする」「われわれの目的は，知的劣等児の個々の能力を研究したり，分析したり，引き
出したりすることではない。こうしたことは，将来の研究目的となるであろう」と述べて
おり４２，知能検査法開発の後に，知的障害児の個別的能力の把握とその教育方法を構想し
ていた。
ビネの知能検査法は，本来，特別学級での指導・支援が必要な子どもを正確に選出する
ために開発されたものである。ビネ自身も「子どもが知能異常児であることさえはっきり
すれば，あとは容易である。その子どもの現在の発達程度にしたがって，いずれかのカテ
ゴリーに分類すればよい。すなわち，白痴は０～２歳までの発達程度にあたり，痴愚は２
～７歳，軽愚は７歳以上にあたる」とする分類認識を示しているが，同時に「もちろん，
この診断は診断の時点での結果にすぎない。現在，痴愚である子どもが年齢とともに進歩
して軽愚になるかもしれないし，生涯痴愚にとどまるかもしれない。それについては何も
わからない。予後のことは留保される」と強調していたのである４３。
上記のビネの子どもの知能観や知能検査法理解と比して，鈴木治太郎の「智能価は，各
年齢を通じて，互に比較することが出来，且つそれがある程度の恒常性を持つて居る。従
つて，この智能率は，児童の将来の智能発達の程度の予診係数ともなり，児童の将来の教
育の程度，又は，其の人の選択する職業の困難度をも決定する上に，有力なる資料となる」４４

とする認識には，「特別教室」時代に発揮されていた子どもの教育による発達の可能性に
係る多様な視点を見出すことが困難である。
さらには「人々は天与の自然能力を正しく自覚し，これに自惚れず，これに自棄せず，
各々其の能力に適する教育を受け，職業を選び，社会国家の適所に安定するにあらざれば，
その人の個人としての真の幸福は勿論，社会国家的の使命を果すことも出来」ず，「ビネー
の考案に基く智能測定法は，この目的を達成する為めには，極めて有力なる一手段として，
目下広く世界各国に利用され，或は教育の目的方法決定の為めに，或は職業指導並に其の
選択の上に，或は裁判時に少年審判等の上に等，あらゆる人間問題に，著しい貢献をして
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居る」４５という適材適所論・人的涵養論への接近も，ビネよりもターマンの影響が強いと
推察される。
鈴木治太郎とビネのこうした相違・乖離を探るには，あらためてビネおよびシモンによ
る知能検査法研究のプロセスおよびビネの子どもの発達観・知能観についての検討が不可
欠である。次の課題としたい。

【附記】本研究に際しては「公益財団法人前川財団２０２３年度家庭・地域教育助成」の支援
を受けている（研究助成課題「アルフレッド・ビネと鈴木治太郎の知能検査法開発の研
究」，研究代表：石川，共同研究者：髙橋）。記して感謝申し上げる。
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